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議長会HP

自民党総務部会・「地方議会の課題に関するPT合同会議」の模様

Ｐ
Ｔ
は
平
成
31
年

３
月
の
設
置
以
来
、

議
会
改
革
の
検
討
を

重
ね
、
そ
の
結
果
を

「
令
和
時
代
に
ふ
さ

わ
し
い
地
方
議
会
・

議
員
の
あ
り
方
に
つ

い
て
の
提
言
」
に
取

り
ま
と
め
た
。

提
言
は
①
政
府
②

国
会
・
政
党
③
各
議

会・議
員・議
会
三
団

体
―
が
そ
れ
ぞ
れ
取
り
組
む

べ
き
課
題
を
ま
と
め
て
お
り
、

同
日
の
合
同
会
議
で
は
こ
の

提
言
を
審
議
す
る
形
で
進
め

ら
れ
、
了
承
が
得
ら
れ
た
。

提
言
で
は
、
地
方
制
度
全

般
の
中
で
判
断
が
必
要
な
事

項
は
、
政
府
が
地
方
制
度
調

査
会
審
議
な
ど
を
通
し
て
取

り
組
む
べ
き
だ
と
指
摘
。
そ

の
具
体
的
課
題
と
し
て
「
地

方
議
会
の
位
置
付
け
・
議
員

職
務
の
明
確
化
」
や
「
立
候

補
に
伴
う
休
暇
保
障
の
法
制

化
」
な
ど
を
挙
げ
た
。

こ
の
う
ち
、「
地
方
議
会

の
位
置
付
け
・
議
員
職
務
」

に
つ
い
て
は
「
令
和
５
年
の

統
一
地
方
選
挙
ま
で
に
地
方

自
治
法
で
明
確
化
す
べ
き

だ
」
と
明
示
し
た
。

そ
の
背
景
と
し
て
「
地
方

議
員
は
、
地
方
自
治
法
の
施

行
前
は
名
誉
職
・
無
給
と
さ

れ
、
施
行
後
も
専
門
職
と
名

誉
職
の
中
間
的
存
在
と
し
て

認
識
さ
れ
る
な
ど
、
位
置
付

け
が
曖
昧
で
あ
っ
た
」
と
指

摘
し
、
現
行
法
に
改
善
す
べ

き
点
が
あ
る
と
の
認
識
を
示

し
た
。

国
会
・
政
党
に
つ
い
て
は

「
喫
緊
の
課
題
に
迅
速
に
対

応
」「
国
民
的
な
議
論
が
必

要
な
も
の
に
つ
い
て
協
議
」

す
る
こ
と
を
求
め
、
立
法
化

に
つ
い
て
は
「
議
員
立
法
等

に
よ
る
対
応
を
行
う
」
と
提

言
し
た
。

具
体
的
に
、「
早
急
な
検

討
」
が
必
要
と
さ
れ
る
事
項

と
し
て
①
請
負
禁
止
の
範
囲

の
明
確
化
・
緩
和
②
大
規
模

災
害
の
発
生
時
等
で
の
招
集

日
の
変
更
③
意
見
書
の
活
用

―
を
例
示
し
、
こ
れ
ら
の
課

題
で
議
員
立
法
化
を
急
ぐ
必

要
性
を
強
調
し
た
。

請
負
禁
止
の
範
囲
の
明
確

化
・
緩
和
は
、
第
32
次
地
方

制
度
調
査
会
答
申
で
そ
の
必

要
性
が
指
摘
さ
れ
た
が
、
い

ま
だ
法
制
化
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
が
明
確
に
な
っ
て
い
な

い
。
こ
の
た
め
、
議
会
三
団

体
が
改
め
て
早
期
実
施
を
求

め
て
い
た
。
災
害
な
ど
緊
急

時
の
議
会
召
集
日
の
変
更
に

つ
い
て
は
本
会
が
要
望
を
出

し
て
い
た
。

提
言
で
は
ま
た
、
議
会
三

団
体
が
強
く
求
め
る
厚
生
年

金
へ
の
地
方
議
員
の
加
入
に

つ
い
て
、
国
会
・
政
党
が
取

り
組
む
べ
き
課
題
と
し
て
挙

げ
た
。
た
だ
、
そ
の
取
り
組

み
方
に
つ
い
て
は
、ま
ず「
各

党
・
各
会
派
に
よ
る
協
議
」

が
求
め
ら
れ
る
と
指
摘
し
、

「
厚
生
年
金
の
適
用
拡
大
の

状
況
も
勘
案
し
な
が
ら
検
討

す
べ
き
だ
」
と
す
る
に
と
ど

め
た
。

令和５年統一選までに 「請負禁止緩和」
議 員 立 法 で

自
民
党
は
４
月
７
日
、
総
務
部
会
と
「
地
方
議
会
の
課
題
に
関
す
る
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
（
Ｐ
Ｔ
）」
の
合
同
会
議
を
開
き
、
地
方
議
会
改
革
へ
の
当

面
の
対
応
策
に
つ
い
て
協
議
し
た
。議
会
三
団
体
が
求
め
る
要
望
事
項
の
う
ち
、

「
地
方
議
会
の
位
置
付
け・議
員
職
務
の
明
確
化
」
は
令
和
５
年
の
統
一
地
方
選

挙
ま
で
の
法
制
化
、「
請
負
禁
止
の
範
囲
の
明
確
化・緩
和
」
は
早
期
の
議
員
立

法
化
を
そ
れ
ぞ
れ
目
指
す
方
針
を
説
明
、
了
承
を
得
た
。
こ
れ
ら
の
方
針
を
今

秋
ま
で
に
実
施
さ
れ
る
衆
院
選
の
選
挙
公
約
に
盛
り
込
む
考
え
だ
。

お
知
ら
せ

旬
報
５
月
５
日
付
第

２
１
５
５
号
は
、
５
月

15
日
付
２
１
５
５
・
６

号
の
合
併
号
と
し
て
発

行
し
ま
す
。

自民党合同会議自民党合同会議

「議会・議員位置付け」法制化

「
請
負
」
立
法
は
早
急
に

「
請
負
」
立
法
は
早
急
に
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２
月
か
ら
医
療
従
事
者
に

対
す
る
接
種
が
始
ま
り
、
４

月
12
日
に
高
齢
者
へ
の
接
種

が
ス
タ
ー
ト
し

た
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
ワ
ク

チ
ン
に
つ
い
て
、

全
国
の
市
議
会

は
ワ
ク
チ
ン
の

安
定
的
供
給
や

円
滑
な
接
種
の

実
施
な
ど
体
制

整
備
を
求
め
る

意
見
書
を
決
定

し
た
。

新
型
コ
ロ
ナ

ワ
ク
チ
ン
の
接

種
体
制
整
備
を
要
望
内
容
に

含
む
意
見
書
・
決
議
の
件
数

は
意
見
書
が
36
件
、
決
議
が

７
件
の
計
43
件
（
４
月
16
日

現
在
）。

意
見
書
・
決
議
の
多
く
は
、

▽
ワ
ク
チ
ン
接
種
の
意
義
や

副
反
応
な
ど
具
体
的
な
情
報

の
周
知・広
報
、先
行
接
種
で

明
ら
か
に
な
っ
た
ワ
ク
チ
ン

接
種
の
運
営
上
の
課
題
と
対

策
を
速
や
か
に
示
す
こ
と
▽

必
要
量
の
ワ
ク
チ
ン
の
速
や

か
な
確
保
、
国
の
責
任
に
よ

る
接
種
体
制
の
早
期
整
備
▽

ワ
ク
チ
ン
接
種
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
へ
の
実
務
・
調
整
を
行
う

自
治
体
の
意
見
の
反
映
、
国

の
責
任
に
よ
る
現
実
的
な
計

画
の
提
示
▽
接
種
体
制
整
備

に
係
る
費
用
へ
の
国
の
責
任

に
よ
る
措
置
―
な
ど
を
求
め

て
い
る
。

ま
ん
延
防
止
等

ま
ん
延
防
止
等

重
点
措
置

重
点
措
置  

発
出
・
拡
大

発
出
・
拡
大

ワクチン接種 体制整備求めるワクチン接種 体制整備求める
全国から意見書・決議全国から意見書・決議

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
の
再
拡
大
を
受
け
、
政

府
は
４
月
５
日
か
ら
宮
城

県
、
大
阪
府
、
兵
庫
県
に
対

し
、
ま
ん
延
防
止
等
重
点
措

置
を
実
施
。
同
12
日
に
は
東

京
都
、
京
都
府
、
沖
縄
県
に
、

20
日
に
は
神
奈
川
県
、
埼
玉

県
、
千
葉
県
、
愛
知
県
へ
適

用
地
域
が
拡
大
さ
れ
た
。

重
点
措
置
は
、
対
象
地
域

と
な
っ
た
各
都
道
府
県
の
知

事
が
市
区
町
村
や
一
部
地
域

を
指
定
し
、
飲
食
店
へ
時
短

要
請
・
命
令
な
ど
の
対
策
が

可
能
と
な
る
も
の
。

〇 法改正の早期実現を求める決議
① 議会の位置付け等を法律上明確化
② 議員の職務等を法律上明確化
③ 請負禁止の範囲の明確化、緩和
④ 立候補に伴う休暇保障
⑤ 意見書の積極活用、結果の公表
⑥ 議員報酬に対する財政措置の充実等

〇 その他の要望
⑦ 災害等の場合の招集日の変更

〇 議員のなり手不足に対する当面の対応
① 議員の法的位置付け

・ 法的効果等を勘案しつつ、議員活動の実
態態等も踏まえ検討

② 議員報酬のあり方
・ 人材確保の観点から適正な水準を下回

る団体においては、住民の理解を得なが
ら、議員報酬の水準のあり方を検討

③ 請負禁止の緩和
・ 禁止の対象となる請負の範囲の明確化

規制の緩和について検討
④ 立候補環境の整備

・ 立候補時の不利益取扱いの禁止につい
て、労働法制のあり方に留意して検討

第32次地方制度調査会答申第32次地方制度調査会答申
（令和２年６月）（令和２年６月）

三議長会の決議等三議長会の決議等
（令和３年１～２月）（令和３年１～２月）

(1) 地方制度調査会で議論し、結論を得るよ
う政府に申し入れ

・ 地方議会の位置付けや議員の職務等の
法律上の位置付け
⇒ 令和５年の統一地方選挙までに地方自

治法で明確化すべきだ
・ 首長と議会の権限のあり方

⇒ 首長に強い権限が認められており、議会
の権限は限定的であることから、権限の
あり方についても検討すべきだ

・ 各団体の課題と特性に応じた議会、議
員、処遇等のあり方

・ 立候補に伴う休暇保障の法制化 等
⇒ 労働法制との関係にも留意しながら検

討すべきだ
(2) 議員立法、各党・各会派で協議

・ 請負禁止の範囲の明確化、緩和
・ 災害等の場合の招集日の変更
・ 意見書の活用

⇒ 議員立法で対応
・ 地方議員の厚生年金への加入

厚生年金の適用拡大の状況も勘案しな
がら検討すべきだ

⇒ 各党・各会派で協議
・ 選挙制度

(3) 地方議会、全国議長会が自ら実施
・ 議会活動をサポートする体制の強化
・ 若者や女性などの人材育成の場作り
・ 議会報告、視察の結果報告等の充実
・ 政務活動費の使途の明確化等

⇒ 各党・各会派で協議

地方議会PTの提言地方議会PTの提言
(令和３年４月)(令和３年４月)

立法化に向けた動き請負禁止の範囲の明確化、緩和
災害等の場合の招集日の変更

•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•

•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
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本
会
の
各
委
員
会
は
７
月
と
11
月
に
要
望
書
を
決
定
し
、政
府・与
党
等
関
係
各
所
に
対

し
要
望
活
動
を
行
っ
た
。今
号
は
地
方
財
政・地
方
行
政
の
両
委
員
会
の
要
望
結
果
に
つ
い

て
掲
載
す
る
。※
会
長
提
出
決
議
で
扱
わ
れ
た
項
目
は
前
号・前
々
号
に
掲
載
の
た
め
省
略
。

地
方
税
財
源 

充
実・確
保
求
め
る

地
方
財
政
・
地
方
行
政
委
員
会

地
方
財
政
・
地
方
行
政
委
員
会
③

２ 年 度
要望結果地

方
財
政
委
員
会

地
方
財
政
委
員
会

固

定

資

産

税

固

定

資

産

税

地
方
財
政
委
員
会
で
は
固

定
資
産
税
に
つ
い
て
、
▽
制

度
の
根
幹
に
影
響
す
る
見
直

し
を
行
わ
な
い
▽
新
型
コ
ロ

ナ
緊
急
経
済
対
策
と
し
て
講

じ
た
特
例
措
置
の
期
限
到
来

を
も
っ
た
確
実
な
終
了
▽
令

和
３
年
度
評
価
替
え
の
確
実

な
実
施
―
を
求
め
て
き
た
。

野
尻
会
長
（
当
時
）
は
２

年
11
月
に
▽
固
定
資
産
税
の

安
定
的
確
保
▽
自
動
車
税
・

軽
自
動
車
税
の
環
境
性
能
割

の
臨
時
的
軽
減
措
置
の
さ
ら

な
る
延
長
を
し
な
い
こ
と
―

を
求
め
る
要
望
活
動
を
政

府
・
与
党
に
対
し
て
実
施
し

た
（
環
境
性
能
割
臨
時
的
軽

減
措
置
の
要
望
結
果
に
つ
い

て
は
４
月
５
日
号
に
掲
載
）。

３
年
度
の
固
定
資
産
税
は

９
兆
６
２
８
億
円
。

償
却
資
産
に
係
る
固
定
資

産
税
の
特
例
措
置
は
、
政
府

及
び
与
党
の
税
制
改
正
大
綱

に
延
長
後
の
適
用
期
限
到
来

を
も
っ
て
の
廃
止
が
明
記
さ

れ
た
。
３
年
度
評
価
替
え
は

○固定資産税においては、土地・家屋について、３年に１回、「評価
替え」 を行い、価格の変化を反映（令和３年度が評価替え年度）。

○宅地等および農地の負担調整措置について、3 年度から5 年度ま
での間、据置年度において価格の下落修正を行う措置並びに商業
地等に係る条例減額制度および税負担急増土地に係る条例減額
制度を含め、現行の負担調整措置の仕組みを継続する。

○その上で、令和 3 年度に限り、新型コロナウイルス感染症により社
会経済活動や国民生活全般を取り巻く環境が大きく変化したことを踏
まえ、納税者の負担感に配慮する観点から、負担調整措置等により
課税標準額が増加する土地について前年度の税額に据え置く特別な
措置を講じる。

固定資産税の令和3年度評価替えへの対応

（総務省資料をもとに本会作成）

60%まで
段階的に引上げ

前年度課税標準額
＋評価額×５％
＝〔A〕

※負担水準
　＝前年度課税標準額／当該年度評価額

70％

100％
負担水準※

60％

20％

0

〔A〕が
評価額×20％
を下回る場合は、
20％まで引上げ。

課税標準額の上限
＝評価額×70％

前年度課税標準額に据置

土地に係る基本的な税額の
算定方法イメージ

固
定
資
産
税
評
価
額（
地
価
公
示
価
格
等×

７
割
）

課税標準額 税率

標準税率
1.4％

税額× ＝

固定資産税
評価額

固定資産評価基準により算出
※３年ごとに評価替え
　（それ以外の年度は原則据置）
※地価公示価格等の７割を目途

商業地等に係る負担調整措置

〔 〕

商業地等に係る負担調整措置
（令和5年度まで延長）

実
施
さ
れ
、
宅
地
等
お
よ
び

農
地
の
負
担
調
整
措
置
は
現

行
の
仕
組
み
が
継
続
さ
れ
る

こ
と
と
な
っ
た
。

一
方
、
新
型
コ
ロ
ナ
感
染

症
の
影
響
を
踏
ま
え
、
負
担

調
整
措
置
等
に
よ
り
税
額
が

増
加
す
る
土
地
に
つ
い
て
は

前
年
度
同
額
に
据
え
置
く
特

別
な
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
。

本
会
の
会
長
提
出
決
議
で

も
求
め
た
自
動
車
税
・
軽
自

自
動
車
関
係
税

自
動
車
関
係
税

動
車
税
の
環
境
性
能
割
の
臨

時
的
軽
減
措
置
の
更
な
る
延

長
を
行
わ
な
い
こ
と
に
加
え

て
、
環
境
性
能
割
の
適
用
区

分
見
直
し
等
に
あ
た
る
基
準

の
切
り
替
え
と
重
点
化
を
求

め
た
。

環
境
性
能
割
の
臨
時
的
軽

減
措
置
は
３
年
末
ま
で
延
長
、

減
収
分
は
国
費
負
担
さ
れ
る

（
本
紙
４
月
５
日
号
２
面
に

掲
載
）。

区
分
見
直
し
に
つ
い
て
は
、

軽
減
対
象
車
の
割
合
を
現
行

と
同
水
準
と
し
つ
つ
税
率
区

分
が
見
直
さ
れ
た
。
ク
リ
ー

ン
デ
ィ
ー
ゼ
ル
車
に
つ
い
て

は
、
ガ
ソ
リ
ン
車
と
同
等
に

扱
わ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
た
が
、

2
年
間
の
激
変
緩
和
措
置
が

講
じ
ら
れ
る
。

２
年
度
第
三
次
補
正
予
算

で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
対
応
地
方
創
生
臨

時
交
付
金
が
１・５
兆
円
、新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

緊
急
包
括
支
援
交
付
金
が

１・３
兆
円
そ
れ
ぞ
れ
増
額

コ
ロ
ナ
関
連
交
付
金

コ
ロ
ナ
関
連
交
付
金

さ
れ
た
。

①
個
人
住
民
税
の
確
保
・

充
実
お
よ
び
制
度
の
あ
り
方

検
討
②
地
方
の
基
金
残
高
の

増
加
を
理
由
と
し
た
地
方
交

付
税
等
の
削
減
を
行
わ
な
い

③
会
計
年
度
任
用
職
員
制
度

の
所
要
額
全
額
へ
の
財
政
措

置
―
な
ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
、
個
人
住
民

税
の
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
で
は

所
得
税
に
お
け
る
措
置
の
対

象
者
に
つ
い
て
、
所
得
税
額

か
ら
控
除
し
き
れ
な
い
額
を

現
行
制
度
と
同
額
の
範
囲
内

で
個
人
住
民
税
額
か
ら
控
除

す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
こ
の

措
置
で
生
じ
る
地
方
税
の
減

収
分
に
つ
い
て
は
、
地
方
特

例
交
付
金
に
よ
り
全
額
国
費

で
補
塡
さ
れ
る
。

②
に
つ
い
て
、
基
金
残
高

の
増
加
を
理
由
と
し
た
地
方

交
付
税
等
の
削
減
は
行
わ
れ

な
か
っ
た
。

③
に
つ
い
て
、
会
計
年
度

任
用
職
員
制
度
の
平
年
度
化

地

方

税

財

源

地

方

税

財

源

の
確
保
・
充
実

の
確
保
・
充
実

【
４
面
へ
続
く
】
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に
よ
り
期
末
手
当
の
支
給
月

数
の
増
に
よ
っ
て
生
じ
る
経

費
６
６
４
億
円
が
増
額
さ
れ
、

２
４
０
２
億
円
が
計
上
さ
れ

て
い
る
。

合
併
市
町
村
に
講
じ
ら
れ

て
い
る
普
通
交
付
税
の
合
併

算
定
替
等
の
財
政
措
置
な
ど
、

合
併
市
町
村
の
実
態
に
即
し

た
交
付
税
算
定
の
引
き
続
き

の
実
施
と
小
規
模
市
町
村
が

安
定
的
に
財
政
運
営
を
行
え

る
段
階
補
正
の
強
化
を
要
望
。

地
方
交
付
税
の
算
定
に
お

い
て
、
合
併
市
町
村
に
対
す

る
合
併
算
定
替
、
小
規
模
市

町
村
に
対
す
る
段
階
補
正
は

例
年
通
り
行
わ
れ
た
。

①
地
方
債
資
金
の
確
保
②

起
債
対
象
事
業
の
拡
大
③
合

併
特
例
債
の
所
要
額
確
保
お

よ
び
元
利
償
還
金
の
普
通
交

付
税
算
入
率
引
き
上
げ
④
過

疎
対
策
事
業
債
の
所
要
額
確

保
―
な
ど
を
要
望
。

地

方

債

計

画

地

方

債

計

画

①
に
つ
い
て
、
一
般
単
独

事
業
債
（
通
常
収
支
分
）
は

２
兆
７
７
２
４
億
円
を
計
上
。

う
ち
、
地
域
活
性
化
事
業
債

は
６
９
０
億
円
と
な
っ
た
。

【
３
面
か
ら
続
く
】

合
併
算
定
替
等

合
併
算
定
替
等

地
方
行
政
委
員
会

地
方
行
政
委
員
会

②
に
つ
い
て
、
新
型
コ
ロ

ナ
感
染
症
の
影
響
で
大
幅
減

収
と
な
る
地
方
消
費
税
や
ゴ

ル
フ
場
利
用
税
な
ど
７
税
目

が
２
年
度
限
り
の
措
置
と
し

て
減
収
補
塡
債
の
対
象
税
目

に
追
加
さ
れ
た
。
地
方
財

政
措
置
と
し
て
、
充
当
率

１
０
０
％
、
交
付
税
措
置
率

は
75
％
ま
た
は
１
０
０
％
で

普
通
交
付
税
の
精
算
措
置
の

対
象
外
と
さ
れ
て
い
る
。

④
に
つ
い
て
、
３
年
度
地

方
債
計
画
で
は
過
疎
対
策
事

業
に
５
０
０
０
億
円
を
措
置
。

新
た
な
過
疎
対
策
の
確
立
に

対
応
し
、
過
疎
地
域
の
持
続

的
発
展
の
た
め
の
施
策
を
推

進
す
る
と
し
た
。

第
２
期
「
ま
ち
･
ひ
と
･

し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
の

進
展
や
ま
ち・ひ
と・し
ご
と

創
生
事
業
費
の
拡
充
・
継
続

な
ど
会
長
提
出
決
議
で
も
求

め
た
要
望
項
目
に
加
え
、
▽

地
方
へ
の
分
散
を
促
進
す
る

取
り
組
み
の
推
進
▽
地
域
運

営
組
織
へ
の
支
援
に
係
る
財

政
措
置
―
な
ど
に
つ
い
て
求

め
た
。

地
方
へ
の
分
散
を
促
進

す
る
取
り
組
み
に
つ
い
て

は
、
第
２
期
「
ま
ち
･
ひ
と

･
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」

（
２
０
２
０
年
改
訂
版
）
を

も
と
に
引
き
続
き
地
方
へ
の

移
住
・
定
着
の
推
進
や
地
方

と
の
つ
な
が
り
の
構
築
が
支

援
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

ま
ち
づ
く
り
協
議
会
な
ど

地
域
運
営
組
織
へ
の
支
援
に

つ
い
て
も
改
訂
版
総
合
戦
略

に
明
記
さ
れ
、
地
域
課
題
の

解
決
に
向
け
た
取
組
を
持
続

的
に
実
践
す
る
地
域
運
営
組

織
の
活
動
支
援
が
行
わ
れ
る
。

令
和
２
年
の
地
方
分
権
改

革
に
お
け
る
「
提
案
募
集
方

式
」
に
つ
い
て
は
、
同
年
12

月
「
令
和
２
年
の
地
方
か
ら

の
提
案
等
に
関
す
る
対
応
方

針
」
が
閣
議
決
定
さ
れ
た
。

全
提
案
２
５
９
件
の
う
ち

１
７
０
件
に
つ
い
て
検
討
が

行
わ
れ
、
う
ち
１
５
７
件

（
93
・
５
％
）
が
実
現
・
対
応

さ
れ
た
。

提
案
に
対
す
る
実
現
・
対

応
の
割
合
が
高
く
、
医
療
・

福
祉
、
子
育
て
支
援
や
デ
ジ

タ
ル
化
な
ど
の
喫
緊
の
課
題

に
つ
い
て
も
含
ま
れ
る
な
ど
、

地
方
分
権
改
革
の
歩
み
が
着

実
に
前
進
し
た
。

▽
過
疎
地
域
に
対
す
る
財

政
措
置
の
充
実
▽
過
疎
地
域

へ
の
税
制
上
の
配
慮
―
な
ど

を
要
望
し
た
。

３
年
度
総
務
省
予
算
で
は
、

過
疎
地
域
等
持
続
的
発
展
支

援
交
付
金
に
７
・
８
億
円
が

確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
３
年
度
地
方
債
計

画
で
過
疎
対
策
事
業
債
は
５

０
０
０
億
円
、
辺
地
対
策
事

業
債
は
５
２
０
億
円
を
計
上

し
た
。

過
疎
地
域
に
お
け
る
事
業

用
設
備
等
に
係
る
特
別
償
却

お
よ
び
過
疎
地
域
に
お
け
る

地
方
税
の
減
収
補
填
措
置

に
つ
い
て
は
、

対
象
業
種

に
情
報
サ
ー

ビ
ス
業
が
追

加
さ
れ
る
な

ど
制
度
が
拡

充
さ
れ
た
上
、

適
用
期
間

が
６
年
度
末

ま
で
３
年
間

延
長
と
な
っ

た
（
上
表
）。

総
務
省
消
防
庁
の
令
和
３

年
度
予
算
で
は
、
１
２
８
・

２
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。
う

ち
、
大
規
模
災
害
に
備
え
た

緊
急
消
防
援
助
隊
の
充
実
強

化
に
52・６
億
円
、防
災
情
報

の
伝
達
体
制
強
化
に
13
・
４

億
円（
２
年
度
補
正
で
７・９

億
円
）、地
域
防
災
力
の
中
核

と
な
る
消
防
団
及
び
自
主
防

災
組
織
等
の
充
実
強
化
の
た

め
の
予
算
に
７・３
億
円（
２

年
度
補
正
12・９
億
円
）な
ど

本
会
要
望
項
目
に
関
し
て
所

要
額
が
計
上
さ
れ
た
。

消
防
の
広
域
化
に
つ
い
て

は
、引
き
続
き
ソ
フ
ト・ハ
ー

ド
の
両
面
か
ら
の
財
政
措
置

が
講
じ
ら
れ
る
。

３
年
度
地
方
債
計
画
に
お

地

方

創

生

地

方

創

生

地
方
分
権
改
革

地
方
分
権
改
革

提
案
募
集
方
式

提
案
募
集
方
式

９９
割
超
実
現
・
対
応

割
超
実
現
・
対
応

消
防
・
防
災
体
制

消
防
・
防
災
体
制

充

実

強

化

充

実

強

化

過

疎

地

域

過

疎

地

域

自

立

促

進

自

立

促

進

合
併
市
町
村
へ
の

合
併
市
町
村
へ
の

財

政

措

置

財

政

措

置

項 目 改正内容

①対象業種 「情報サービス業等」を追加
②取得価額

要件
資本金の規模に応じ、500万円
以上まで引き下げ

③対象となる
設備投資

取得又は製作若しくは建設
※資本金の額が5,000万円超で

ある法人は新設、増設のみ

④適用期間 ３年間延長（令和６年３月31日
まで）

(表)　
過疎地域における事業用設備等に係る特別償
却および過疎地域における地方税の減収補填
措置の拡充・延長の概要

（総務省資料をもとに本会作成）
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支
援
さ
れ
る
。

ま
た
、
空
き
家
の
適
正
管

理
に
関
し
て
は
、
３
年
度
国

交
省
不
動
産
・
建
設
経
済
局

関
係
予
算
で
不
動
産
取
引
環

境
の
整
備
に
０
・
36
億
円
が

計
上
さ
れ
、
空
き
家
等
の
流

通
・
活
用
へ
の
取
り
組
み
な

ど
が
促
進
さ
れ
る
。

北
方
領
土
・
竹
島
問
題
と

も
に
大
き
な
進
展
は
見
ら
れ

な
か
っ
た
も
の
の
、
３
年
度

予
算
で
関
連
予
算
が
確
保
さ

れ
て
い
る
。

金
は
３
年
ご
と
に
行
わ
れ
る

固
定
資
産
税
の
評
価
替
え

の
翌
年
に
増
額
さ
れ
て
お

り
、
直
近
で
は
令
和
４
年
度

が
該
当
す
る
。
３
年
度
総
務

省
予
算
で
は
、
い
ず
れ
も
前

年
度
同
額
の
基
地
交
付
金
２

９
１・４
億
円
、調
整
交
付
金

74・０
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。

３
年
度
防
衛
省
予
算
で
は
、

基
地
周
辺
対
策
経
費
を
歳
出

ベ
ー
ス
で
１
５
５
３
億
円
確

保
。
う
ち
、
住
宅
防
音
対
策

に
６
２
５
億
円
、
周
辺
環
境

整
備
対
策
に
９
２
８
・
４
億

円
確
保
さ
れ
た
。

拉
致
問
題
に
関
し
て
３
年

度
予
算
で
は
、
内
閣
官
房
拉

致
問
題
対
策
本
部
事
務
局
関

係
に
13・43
億
円
、内
閣
府
大

臣
官
房
拉
致
被
害
者
等
支
援

担
当
室
関
係
に
３
・
82
億
円

を
計
上
。
拉
致
被
害
者
全
員

の
帰
国
に
向
け
た
取
り
組
み

が
引
き
続
き
推
進
さ
れ
る
。

所
有
者
不
明
土
地
対
策
に

つ
い
て
本
会
は
、
▽
地
方
自

治
体
等
が
円
滑
に
利
活
用
・

管
理
で
き
る
環
境
の
整
備
▽

不
動
産
権
利
に
関
す
る
登
記

制
度
の
見
直
し
―
を
求
め
て

き
た
。

政
府
は
３
年
３
月
５
日
、

所
有
者
不
明
土
地
問
題
の
対

策
を
盛
り
込
ん
だ
民
法
と
不

動
産
登
記
法
の
改
正
案
を
閣

議
決
定
し
た
。
土
地
の
相
続

登
記
を
義
務
付
け
、
違
反
し

た
場
合
に
は
過
料
を
科
す
。

ま
た
、
相
続
し
た
土
地
の
所

有
権
を
手
放
し
国
庫
に
返
納

で
き
る
制
度
も
盛
り
込
ん
だ
。

第
２
０
４
回
国
会
中
（
６
月

16
日
ま
で
）
の
成
立
を
目
指

し
て
い
る
。

ほ
か
、
３
年
度
予
算
で
も

関
連
す
る
施
策
に
所
要
額
が

確
保
さ
れ
て
お
り
、
国
交
省

で
は
所
有
者
不
明
土
地
の
円

滑
な
利
活
用
の
推
進
に
０
・

48
億
円
、
ラ
ン
ド
バ
ン
ク
の

活
用
等
を
通
じ
た
低
未
利
用

土
地
等
対
策
の
推
進
に
０
・

37
億
円
が
計
上
さ
れ
、
法
務

省
で
は
所
有
者
不
明
土
地
問

題
へ
の
対
応
及
び
地
図
整
備

体
制
の
強
化
等
に
73
・
81
億

円
が
確
保
さ
れ
た
。

空
き
家
対
策
に
お
け
る
財

政
支
援
等
に
つ
い
て
、
３
年

度
国
交
省
受
託
局
関
係
予
算

で
は
空
き
家
対
策
総
合
支
援

事
業
に
45
億
円
が
確
保
さ
れ

た
。ほ

か
、
住
宅
市
場
を
活
用

し
た
空
き
家
対
策
モ
デ
ル
事

業
に
３
・
５
億
円
が
計
上
さ

れ
、
社
会
資
本
整
備
総
合
交

付
金
等
で
も
空
き
家
対
策
が

空

き

家

対

策

空

き

家

対

策

財

政

支

援

等

財

政

支

援

等

い
て
、
旧
合
併
特
例
債
が
６

２
０
０
億
円
計
上
さ
れ
た
ほ

か
、
地
域
活
性
化
事
業
債
が

６
９
０
億
円
確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
今
後
合
併
す
る
・

し
た
市
町
村
に
は
「
市
町
村

の
合
併
の
特
例
に
関
す
る
法

律
」
に
基
づ
き
引
き
続
き
地

方
財
政
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
。

情
報
連
携
お
よ
び
制
度
の

運
用
等
に
係
る
地
方
自
治
体

の
財
政
負
担
へ
の
支
援
措
置

拡
充
な
ど
に
つ
い
て
要
望
。

３
年
度
総
務
省
予
算
で
は

「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の

普
及・利
活
用
の
促
進
」と
し

て
１
３
２
５
・
８
億
円
が
計

上
さ
れ
た
。

主
な
経
費
と
し
て
、
個
人

番
号
カ
ー
ド
交
付
事
務
費
補

助
金
に
５
９
２
・
６
億
円
が

確
保
さ
れ
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
の
交
付
事
務
を
担
う

市
町
村
の
体
制
拡
充
へ
の
支

援
が
行
わ
れ
る
。

基
地
交
付
金
・
調
整
交
付

拉

致

問

題

拉

致

問

題

早

期

解

決

早

期

解

決

所

有

者

不

明

所

有

者

不

明

土

地

対

策

土

地

対

策

社

会

保

障
・

社

会

保

障
・

税

番

号

制

度

税

番

号

制

度

基
地
関
係
対
策
予
算

基
地
関
係
対
策
予
算

総
務
省
は
３

月
30
日
、
令
和

２
年
12
月
31
日

現
在
の
「
地
方

公
共
団
体
の
議

会
の
議
員
及
び

長
の
所
属
党
派

別
人
員
調
等
」

を
発
表
し
た
。

市
区
町
村
議

会
議
員
の
人

数
は
全
体
で

２
万
９
６
０
８

人
、
う
ち
女
性
議
員
は

４
３
８
２
人
（
14・８
％
）
と

な
っ
た
。
女
性
議
員
の
割
合

は
年
々
増
加
傾
向
に
あ
る
も

の
の
、
い
ま
だ
１
割
台
に
と

ど
ま
っ
て
い
る
。

２
年
度
実
施
の
市
区
議
会

議
員
選
挙
は
、
一
般
選
挙
が

72
件
、
補
欠
選
挙
お
よ
び
38

件
、
無
投
票
当
選
が
15
件
と

な
っ
た
。

詳
細
は
総
務
省
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
。

総務省調べ総務省調べ
市区町村女性議員 14.８％市区町村女性議員 14.８％

北
方
領
土
に
つ
い
て
、
３

年
度
内
閣
府
予
算
で
は
16
・

98
億
円
を
確
保
。
問
題
解
決

に
向
け
た
諸
施
策
が
推
進
さ

れ
る
。
ま
た
、
３
年
度
国
交

省
北
海
道
局
関
係
予
算
で
は
、

北
方
領
土
隣
接
地
域
振
興
等

経
費
に
１
億
２
０
０
万
円
が

確
保
さ
れ
た
。

竹
島
の
領
有
権
確
立
は
内

閣
官
房
の
領
土
・
主
権
対
策

関
係
予
算
で
対
応
さ
れ
、
内

閣
官
房
領
土
・
主
権
対
策
企

画
調
整
室
予
算
と
し
て
３
・

76
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。

領
土
・
主
権
対
策

領
土
・
主
権
対
策

・相続時の登記を義務化
取得を知ってから３年以内に登記申請、違反すれば10
万円以下の過料
・土地を国庫に返納可能に
・所有者の一部が所在不明の土地・建物を活用する制度

を新設

所有者不明土地問題に関する所有者不明土地問題に関する
民法および不動産登記法の改正案のポイント民法および不動産登記法の改正案のポイント

（法制審議会要綱をもとに本会作成）
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全
国
自
治
体
病

院
経
営
都
市
議
会

協
議
会
（
会
長
＝

浜
崎
昭
臣
天
草
市

議
会
議
長
）
は
４

月
14
日
、
監
事
会

議
な
ら
び
に
正
副

会
長・監
事・相
談

役
会
議
を
書
面
で

開
催
し
た
。

監
事
会
議
で
は
、

令
和
２
年
度
決
算

に
つ
い
て
監
査
を

行
い
、
適
正
で
あ

る
こ
と
を
認
め
た
。

役
員
会
で
は
、
３
年
度
事

業
計
画
、
会
議
・
活
動
日
程
、

総
会
決
議
（
案
）
に
つ
い
て

了
承
し
、
５
月
19
日
付
で
書

面
開
催
が
予
定
さ
れ
て
い
る

第
49
回
定
期
総
会
に
提
案
す

る
と
し
た
。

事業計画・決議案を了承事業計画・決議案を了承
病院協 正副会長・監事・相談役会議病院協 正副会長・監事・相談役会議

浜崎病院協会長
（天草市）

旭市役所新庁舎
（写真提供＝旭市）

議場
（同左）

▽
旭
市
（
千
葉
県
）

〒
２
８
９
―
２
５
９
５

旭
市
ニ
の
２
１
３
２

電
話
番
号
、
フ
ァ
ク
ス
番
号

は
変
更
な
し

議
会
フ
ロ
ア
は
４
階
。
傍

聴
の
し
や
す
さ
に
配
慮
し
て
、

議
席
と
傍
聴
席
の
高
低
差
は

小
さ
く
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、

議
場
内
に
は
木
材
が
使
わ
れ
、

木
の
温
も
り
と
格
式
に
満
ち

た
議
場
を
実
現
し
て
い
る
。

新
庁
舎
落
成

議
会
人
事

▽
日
野	

山
﨑
八
州
志（
4・1
）

▽
福
生	

藤
井　
勲（
4・1
）

▽
多
摩	

飯
島
武
彦（
4・1
）

▽
台
東	

前
田
幹
生（
4・1
）

▽
品
川	

工
藤
俊
一（
4・1
）

▽
世
田
谷	

林　
勝
久（
4・1
）

▽
板
橋	

渡
邊　
茂（
4・1
）

▽
川
崎	

渡
邉
光
俊（
4・1
）

▽
伊
勢
原	

柴
田
康
鑑（
4・1
）

▽
甲
斐	

山
田　
洋（
4・1
）

▽
笛
吹	

荻
野
重
行（
4・1
）

▽
古
河	

福
田　
猛（
4・1
）

▽
鹿
嶋	

清
宮
博
史（
4・1
）

▽
常
陸
大
宮　
堀
江
信
宏

	

（
4・1
）

▽
稲
敷	

坂
本　
哲（
4・1
）

▽
桐
生	

小
林
秀
夫（
4・1
）

▽
伊
勢
崎	

鈴
木
保
弘（
4・1
）

▽
渋
川	

平
澤
和
弘（
4・1
）

▽
藤
岡	

小
島　
治（
4・1
）

▽
安
中	

清
水
裕
之（
4・1
）

▽
川
越	
松
本
清
一（
4・1
）

▽
熊
谷	
堀
越
奈
緒
美（
4・1
）

▽
飯
能	
安
藤
幸
宏（
4・1
）

▽
春
日
部	

会
田
和
彦（
4・1
）

▽
羽
生	

飯
塚
丈
記（
4・1
）

▽
入
間	

晝
間
忠
利（
4・1
）

▽
久
喜	

市
川
竜
哉（
4・1
）

▽
蓮
田	

栗
原　
栄（
4・1
）

▽
坂
戸	

清
水
満
夫（
4・1
）

▽
鶴
ヶ
島	

中
村
史
代（
4・1
）

▽
日
高	

椙
山
吉
之（
4・1
）

▽
白
岡	

齋
藤　
久（
4・1
）

▽
館
山	

新
井　
耐（
4・1
）

▽
木
更
津　
池
田
ゆ
か
り

	

（
4・1
）

▼
議
長

▽
下
呂	
中
島
達
也（
２・4・28
）

▽
摂
津	

森
西　 
正（
２・11・5
）

▽
甲
斐	

山
本
英
俊（
3・23
）

▼
副
議
長

▽
甲
斐	

清
水
和
弘（
3・23
）

▼
事
務
局
長

▽
旭
川	

酒
井
睦
元（
4・1
）

▽
室
蘭	

瀧
浪
孝
行（
4・1
）

▽
砂
川	

為
国
修
一（
4・1
）

▽
八
戸	

田
中
一
美（
4・1
）

▽
三
沢	

蹴
揚
光
昭（
4・1
）

▽
北
上	

鈴
木　
真（
4・1
）

▽
塩
竈	

川
村　
淳（
4・1
）

▽
白
石	

遠
藤
輝
雄（
4・1
）

▽
岩
沼	

沼
田
輝
明（
4・1
）

▽
東
松
島	

齋
藤
友
志（
4・1
）

▽
大
仙	

谷
口
藤
美（
4・1
）

▽
仙
北	

朝
水
勝
巳（
4・1
）

▽
酒
田	

前
田
茂
男（
4・1
）

▽
南
陽	

安
部
真
由
美（
4・1
）

▽
い
わ
き	

小
針
正
人（
4・1
）

▽
須
賀
川	

堀
江
秀
治（
4・1
）

▽
長
岡	

小
池
隆
宏（
4・1
）

▽
十
日
町	

田
口
秀
樹（
4・1
）

▽
南
魚
沼	

大
津
素
子（
4・1
）

▽
輪
島	

橋
爪
朱
文（
4・1
）

▽
か
ほ
く　
小
村
登
志
也

	

（
4・1
）

▽
あ
わ
ら	
大
角
勇
治（
4・1
）

▽
駒
ヶ
根	

平
岩　
肇（
4・1
）

▽
飯
山　
湯
本
登
喜
一（
4・1
）

▽
佐
久	

荻
原
万
樹（
4・1
）

▽
松
戸	

入
江
広
海（
4・1
）

▽
成
田	

古
里
忠
行（
4・1
）

▽
我
孫
子	

中
野
信
夫（
4・1
）

▽
鴨
川	

佐
久
間
達
也（
4・1
）

▽
四
街
道	

岩
堀
精
昇（
4・1
）

▽
静
岡	

森
井　
聡（
4・1
）

▽
沼
津	

中
島
康
司（
4・1
）

▽
熱
海	

田
中
英
樹（
4・1
）

▽
富
士	

小
林
賢
治（
4・1
）

▽
岡
崎	

近
藤
秀
行（
4・1
）

▽
常
滑	

相
武
宏
英（
4・1
）

▽
小
牧	

高
木
大
作（
4・1
）

▽
知
立	

山
﨑
保
志（
4・1
）

▽
清
須	

栗
本
和
宜（
4・1
）

▽
弥
富	

佐
野
智
雄（
4・1
）

▽
四
日
市	

北
住
将
義（
4・1
）

▽
亀
山	

渡
邉
靖
文（
4・1
）

▽
美
濃
加
茂　
渡
辺
明
美

	

（
4・1
）

▽
山
県	

土
井
義
弘（
4・1
）

▽
瑞
穂	

久
野
秋
広（
4・1
）

▽
大
阪	

三
井
陽
一（
4・1
）

▽
泉
大
津	

藤
原
一
樹（
4・1
）

▽
泉
佐
野	

池
田
秀
明（
4・1
）

▽
藤
井
寺　
坂
本
美
保
子

	

（
4・1
）

▽
京
都	

山
田　
聡（
4・1
）

▽
彦
根	

杉
本
弘
之（
4・1
）

▽
甲
賀	

野
尻
善
樹（
4・1
）

▽
東
近
江	

川
島
源
朗（
4・1
）

▽
た
つ
の	
和
田
利
惠（
4・1
）

▽
淡
路	
浜
田
英
寛（
4・1
）

▽
奈
良	
中
井
史
栄（
4・1
）

▽
桜
井	

芹
井
亮
一（
4・1
）

▽
五
條	

平
田
耕
一（
4・1
）

▽
田
辺	

松
本
清
子（
4・1
）

▽
益
田	

寺
戸
一
弘（
4・1
）

▽
大
田	

川
島
穂
士
輝（
4・1
）

▽
高
梁	

竹
並
信
二（
4・1
）

▽
呉	

安
部
広
志（
4・1
）

▽
府
中	

皿
田
利
光（
4・1
）

▽
庄
原	

花
田
譲
二（
4・1
）

▽
竹
原	

笹
原
章
弘（
4・1
）

▽
東
広
島	

大
畠　
隆（
4・1
）

▽
山
口	

宮
崎
知
彦（
4・1
）

▽
萩	

須
郷　
誠（
4・1
）

▽
下
松	

大
空
之
文（
4・1
）

▽
岩
国	

鈴
川
芳
智（
4・1
）

▽
長
門	

堀　
隆
人（
4・1
）

▽
阿
南	

西
尾
和
洋（
4・1
）

▽
高
知　	

山
﨑
敬
造（
4・1
）

▽
北
九
州	

福
島
俊
典（
4・1
）

▽
朝
倉	

平
田
龍
次（
4・1
）

▽
大
川	

和
田
孝
紀（
4・1
）

▽
小
郡	

藤
吉　
宏（
4・1
）

▽
太
宰
府　
木
村
幸
代
志

	

（
4・1
）

▽
う
き
は	

高
瀬
将
嗣（
4・1
）

▽
伊
万
里	

松
岡
猛
彦（
4・1
）

▽
小
城	

栁
川
孝
義（
4・1
）

▽
嬉
野	

白
石
伸
之（
4・1
）

▽
平
戸	

赤
木
誠
治（
4・1
）

▽
対
馬	

國
分
幸
和（
4・1
）

▽
南
島
原	

綾
部
洋
一（
4・1
）

▽
玉
名	

糸
永
安
利（
4・1
）

▽
山
鹿	

小
山　
天（
4・1
）

▽
竹
田	

野
仲
芳
尊（
4・1
）

▽
都
城	

藤
﨑
雄
三（
4・1
）

▽
日
南	

鬼
束
昌
義（
4・1
）

▽
串
間	

野
辺
幸
治（
4・1
）

▽
南
さ
つ
ま　
長
﨑
節
雄

	

（
4・1
）


